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一、中国における市民社会の概要
（一）中国における市民社会の発展
長年にわたる封建的な文化と専制政治の影響を受け、国は強いが民が弱い状態が続き、集団的な権利が重視される反面、個人の権利は軽視されたため、長年、中国では市民社会が形成されてこなかった。近代的な意義を持つ中国の民間組織としては、清朝末期から中華民国初期にかけて出現した新興の知識人と経営者の自治組織があげられる
。中華民国の時代になると、中国の沿海地域と長江流域の経済が比較的発達した地域で各種民間組織の活動が非常に活発になり、経済、政治、社会および文化等の各分野で力をつけ、一定の枠組みを有する市民社会が次第に形成されていった
。しかし、1950年代以降、中国の民間組織は姿を消し始め
、改革開放以降、市民社会組織を媒体とする市民社会が漸く出現することとなった
。政府主導のボランティア活動においては、「ボランティア」は新しい流行のコンセプトとなり、同時に、多くのボランティア組織の誕生が推進された
。
現在、次の4種類の市民社会組織が成長している。
1、政府組織
財政、人事および管理体制等の分野全てが政府により管理されている組織であり、たとえば、中国障害者連合会や中国婦女連合会等があげられる。
2、政府主導の社会組織
民政部において登録され、民政部門と事業の所管省庁の双方から管理される組織をいう。
3、草の根組織
民政部においては登録できないため、商業登記を行っているか、または登記を行っていない民間組織をいう。
4、国際的な非政府組織
様々なルート
で中国に参入し、活動を行っている国際的な非政府組織をいう。
有識者は、中国における市民社会は、現在、「前市民社会」の時期にあると解しており、「このような状態において、市民社会での独立した組織と活動がみられ始めているが、全体的な法律の枠組みは未だに設けられていない。市民社会組織は出現しているが、相対的に脆弱かつ不安定であり、市民社会は十分なリソースの導入と循環が行われていないほか、市民社会組織間のソーシャル・キャピタルも市民社会と国または都市との間の対等な折衝を支えるには未だ不十分である」
と述べている。
（二）中国における市民社会の特徴

「市民社会指標」（Civil Society Index）は、CIVICUS（World Alliance for Citizen Participation：市民社会の参画のための世界同盟）が提言した世界の市民社会度を比較するための指標であり、世界の約70から80カ国が当該指標の研究に参加している。この研究は、統一の方法、指標およびシステムを使用し、様々な国における市民社会の発展状況を考察するものであり、同じ言語システムを使用しているため、異なる視点と角度による観察で生じる差異を避けることができ、対象国における市民社会の発展状況を客観的に理解する上で有効である
。図1に示すとおり、市民社会指標の4つの側面において、「構造」とは市民社会の内部組織の状況を指し、市民参加の広さと深さ、市民社会の多様性、組織化の階層と内部関係、資源等が含まれる。「環境」とは市民社会を取り巻く政治、社会経済、文化および法的環境を指し、具体的には政治環境、基本的な自由と権利、社会経済環境、社会文化環境、法的環境、国と市民社会の関係、民間部門と市民社会の関係等が含まれる。「価値」とは市民社会の実践によって推進される社会的価値を指し、民主、透明性、寛容、非暴力、両性の平等、貧困の撲滅、環境保護等があげられる。「影響」とは市民社会が整備と発展に与える影響を指し、公共政策、政府および民間企業の責任、社会的に注目される問題への対応、市民への権利付与、社会的な要求に対する満足度に与える影響があげられる。この評価システムは、72項目の指標を使って25項目の副次的評価項目を評価し、更にこの25項目の副次的評価項目を使って図中の4つの側面を評価し、図1に示す4つの側面の得点を取得しようとするものである（最高点は3点、最低点は0点）。
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図1：中国（本土）の市民社会指標構造図
図1は、中国本土における市民社会の評価に関する得点状況であり、「価値」の得点が1.8点と比較的高く、その他の項目は、「構造」が1.0点、「環境」が1.2点、「影響」が1.5点であった。一般的に、欧米諸国の得点は概ね2点以上であり、100点制では60点～80点に相当するが、中国の得点は概ね60点以下であり、中国本土における市民社会の発展は欧米諸国に比べて非常に大きな差があるといえる。この研究に基づき、中国の市民社会における4つの側面から考察すると、中国における市民社会の発展状況には次のいくつかの特徴があることが分かる。
第一に、市民社会の構造が比較的脆弱であることである。先ず、市民参加の広さと深さが圧倒的に不足している。市民参加の広さ不足とは、寄付、ボランティア活動、市民社会組織への加入、政党以外の政治活動への参加等に携わる市民の数が全面的に不足していることをいう。市民参加の深さ不足とは、市民参加が制度化されておらず、定められた参加ルートが形成されていないほか、定期的な寄付やボランティア活動が行われていないことをいう。市民参加の広さに比べて、市民参加の深さ不足はより深刻である。
次に、市民社会の組織化階層が比較的弱体である。中国では、民間組織が市民社会組織としての法的地位を取得しようとする場合、民政部門に登録する必要がある。このような民間組織に対して、中国は二重の管理体制を実施しており、民間組織は、民政部の監督管理を受ける以外に、更に事業の所管省庁に登録すると共に、日常的な管理を受ける必要がある。これと同時に、「非競争、非地域」の原則に基づき、民間の社会組織は、分野と地域が同じであれば1組織しか認められないほか、地方支部の設立も認められていない。また、政府は、民間組織に対してマクロコントロールも実施している。特定の期間に民間組織が過度に成長した場合、または国内の政治的な進展に伴う特殊な状況に応じて、中国共産党中央委員会、国務院および政府の所管省庁が文書を逸早く公布し、民間組織に対して清算を行う場合もある
。上に述べた様々な制約要素により、中国では既に46.2万の社会組織が登録されてはいるが
、各組織の間は依然として非常に分散しており、特定の部門を形成することができないばかりか、市民社会の育成において最も中心的な部分となる市民社会組織連盟を形成することは一層不可能となっている
。
第二に、市民社会の活動環境は、全般的に市民社会組織の発展には不利である。法的環境において、各種の規定は、社会組織の設立から運営、人員から規模、財務から機構の発展、登録から課税等、各分野に対して規制を設けており、社会組織は、効果的に役割を果たすことが困難となっている。一方、政府と市民社会の間には対話が極めて欠如しており、良好な双方向の関係が形成されていないほか、政府の関連する取り組みや活動において社会組織が参加することは極めて稀であり、社会組織の意見を聞くことは非常に少ない
。特に、本研究における調査結果では、中国の国民が政府に対して非常に高い信頼感を示している点に注目する必要があり
、このことは中国では国がかなり多くの役割を果たし、市民社会の発展には有利な環境要素であることを示しているといえる。また、中国における社会経済環境全般の運営状況が良好であることも、市民社会の発展には有利であるといえる。これは、客観的には中国の環境が市民社会の発展に有利であることを示しているといえるが、主観的には様々な規制が設けられていることから、その発展と拡大を阻害しているともいえる。
第三に、価値の側面において、市民社会の提言と実践による価値の理念は、国内の政治環境と法的環境の価値の要求を上回っており、より先進的である。図1においては、価値の側面が最高点を示しており、政治環境と法的制度を含む環境側面を遥かに上回っている。実際、中国に限らず、他国の市民社会指標においても価値の側面は往々にして最高点となる指標であり、市民社会組織の実践と提言の理念は国内の法制度と政治環境に対する要求を遥かに上回り、社会と時代の先を歩んでいるといえる。
第四に、市民社会の実際の影響力は、その組織構造における制約を超えている点があげられる。図1に示された中国の市民社会の構造での得点は僅か1点であるが、その影響は1.5点に達しており、これは中国の市民社会組織が生存する制度空間（Institutional Space）は実在空間（Actual Space）よりも遥かに狭いことに起因するものである
。制度空間とは、法律の規定に基づいて合法的に存在する空間を指し、実在空間とは、民間組織が実際に存在する空間を指す。中国は、社会組織に対して「二重の管理」体制を実施しているため、一般的な組織が民政部への登録を経て正式な市民社会組織となることは極めて困難であり、非常に多くの草の根組織が商業登記され、正式な市民社会構造の外において影響を与え、役割を果たしている。「合法的に登録」された社会組織以外に、（1）商業登記された非営利団体、（2）都市の地域社会における末端組織、（3）機関傘下の社会団体、（4）農村の地域社会で発展した組織、（5）農家の経済協力組織、（6）農村の地域社会におけるその他の公益組織または互助組織、（7）海外の在中国資金援助団体、（8）海外の在中国事業団体、（9）海外の在中国商会、業界協会、（10）宗教団体という少なくとも10種類の「法律の枠外」の市民社会組織が中国には存在すると指摘した研究もある
。これらの組織は、正式な構造の外にあるが、非常に大きな役割を果たし、影響を与えている。
このほか、台湾および香港との比較においても、中国本土における市民社会の水準が比較的低いことが分かる（図2参照）。台湾では各指標が非常に高く、欧米諸国の水準に近い値を示しており、香港は中国本土と台湾の間にある。中国本土、台湾、香港における「構造」の得点はいずれも比較的低い値であり、中国本土、台湾、香港における市民社会構造の発展水準がいずれも比較的低いことを示している。
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図2中国本土、台湾、香港における市民社会指標の比較
二、中国の市民社会における障害者群の成長
障害者群は中国の市民社会における極めて重要な構成部分ではあるが、長年、社会の外に排除されていた。障害者は社会にとって重荷であり、悩みの種であるとみなされ、障害者の声は無視され、障害者の利益もいわゆる健常者が代表していた。2008年に中国政府が「障害者の権利条約」を批准するまでは、女性、HIVおよび環境保護に関する市民社会の活動は比較的活発であったが、障害者に関する問題が議論されることは少なかった。一般的に、中国の市民社会における障害者群の成長は、「置き去り」から「扶養と救済」、そして「平等な参加」という三段階を経ている
。
筆者は、1980年代までは中国における障害者群は概ね「置き去り」の状態にあったと考えている。中国には、高齢者を敬い、障害者を助け、幼子に愛情を注ぐという伝統的な道徳観があり、古くから政府は障害者に対する社会的な支援を奨励しており、時には一定の政策規定を定めて障害者の生活を支援してきたが、障害者群全体については、支援する政策措置は制度化されていなかったほか、障害者の権利保護を図る全国的な機関も整備されておらず、合理的かつ便利な関連施設も設立されていなかった。障害者が「置き去り」にされていた段階において、障害者は常に国や社会から「片輪者」や「役立たず」といわれ、全く無用な者であり、社会全体の厄介者とみなされていた。
1980年代以降、障害者の権利保護が憲法に規定されるに至って
、障害者群は、「扶養と救済」の時代を迎えることとなる。この時期、中国障害者福祉基金と中国障害者連合会が相次いで設立され、全国の障害者を対象とした初めてのサンプリング調査を実施し、障害者の権利を全面的に保障する「中華人民共和国障害者保障法」が成立し、その後に公布された「民事訴訟法」、「扶養法」、「女性の権利保障法」、「労働法」、「教育法」、「高齢者の権利保障法」、「雇用促進法」等の一連の法律には、全て障害者の権利保護に対する規定が設けられた
。中国障害者連合会の指導の下、中国における障害者の支援保障とリハビリテーション医療システムが手始めに確立され、障害者の教育と就労の権利も初歩的に保障されるようになり、リハビリテーションやケアのための機関や特殊学校も次々と認可設立された。この時期、「扶養と救済」は、政府が障害者を対象とした関連事業に取り組む上での指針となった。呼び方に関しては、「不具」から「障害」へと変わり、以前の「片輪者」は「障害者」と呼ばれるようになり、障害者は、社会にとっての悲劇であり、人類の進化の過程での代償であるとみなされ、障害者が「障害者」である理由は身体的な疾患や器官面の欠陥が原因であり、障害者は独立して生活を営む能力がないため、社会の同情と支援が必要であり、「健常者」が障害者に代わって声をあげなければならないと考えられた。
2008年、中国政府が「障害者の権利条約」を批准した後、中国における障害者の市民社会組織は、障害者に対する社会の差別を撤廃し、障害者が平等に参加できる社会の実現を求め始めた。政府の政策においては根本的な変革はみられなかったが、市民社会組織は、中国を障害者の「平等な参加」の時代へと押し上げていった。この時期になると、一貫して熱心に社会奉仕と社会保障に取り組んでいた障害者の市民社会組織が権利意識を持ち始めると同時に、障害者であるがために社会において理不尽な扱いを受けており、社会がいわゆる健常者の基準によって構築されているため、障害者は常に「健常者」の社会から疎外されていたことを認識するようになった。また、「片輪者」たる所以は障害者自身の身体的欠陥や精神的欠陥にあるのではなく、社会環境のなかにある障害や一般人の差別的な言動が障害者の身に圧し掛かり、障害者の社会参加の妨げとなっているからであり、したがって、改善すべき点は障害者自身が如何に「自強不息（たゆまぬ努力を続ける）」をするか、如何に社会に適応するかではなく、門戸を開き、許容する姿勢を示して社会から排除されて久しい障害者群を受け入れるため、社会が環境と言動による妨げを取り除くことであると考えられるようになった。「片輪者」という表現は障害者自身の疾病や要因によって生じた障害のみを強調するものであり、差別的内容を含んでいるため、障害者の市民社会組織は、「障害者」、「心身に障害がある者」、「障害者」等、社会環境に関わる要素を反映することができる用語を使用して障害者を呼ぶよう主張している。
三、障害者の市民社会組織の働きと影響
長年にわたり、女性団体、HIV団体および環境保護団体は、市民社会においては常に比較的活発な役割を演じ、権利保護と政策提言に力を入れ、中国が民主的で人権を保障する社会へと発展するよう後押ししてきた。しかし、「扶養と救済」というマクロ環境の制約を受け、障害者団体は、長い間、一貫して末端部分での社会奉仕と支援活動に取り組むのみであり、権利意識の向上や政策的な提言等に関する取り組みは極めて少なかった。「障害者の権利条約」が誕生し、特に中国政府がこの条約を批准した後、中国国内では権利の向上と政策の提言に熱心に取り組む団体がいくつか誕生し、以前は社会奉仕と支援活動のみに注目していた団体も権利に対する意識を持ち始め、差別撤廃に力を入れる一部の機関も障害者の領域に目を向けるようになった。その結果、障害者の市民社会組織の後押しで、中国における障害者の権利保護は、着手の時期は遅かったものの、急成長を遂げている。
先ず、バリアフリーの建設に関しては、市民社会組織の後押しにより、バリアフリー設備が急速に設置され、バリアフリーに関する権利が実現している。2008年に改正された中国の「障害者保障法」は、新築または改築する建築物はバリアフリー基準に適合していなければならないと規定しているが
、大部分の既存の建築物と公共交通機関は、依然としてバリアフリー基準に適合していない。上海においては、車椅子利用者である王女史が購入した家屋の建物にバリアフリー設備が設けられていなかったため、毎日の階段の上り下りが非常に不便であるとして、不動産開発業者を訴える裁判にまで発展した。王女史が住む家屋は、当時の建築基準には適合していたが、裁判所は調停によって不動産開発業者に王女史のためにバリアフリー経路を設けるよう促した。また、肢体に障害を持つ欒啓平氏は、列車に乗った際に座席がなく、また列車にはバリアフリーに対応する座席が設置されていなかったため、列車の通路に寝転ぶことを強いられ、精神的、肉体的に極めて大きな苦痛を受けたとして鉄道部を訴えた。最終的に、欒啓平氏は訴えを取り下げ、裁判は継続されなかったが、「特殊な乗客に対しては特殊なケアをしなければならない」とする鉄道部の内部改善通知を勝ち取った。また、鉄道部は、新たに導入する車両には全てバリアフリーに対応する座席と設備を設置することにした。不動産開発業者と鉄道部以外にも、バリアフリー設備については、地下鉄
や銀行
も訴えられている。これらの訴訟の多くでは障害者側が敗訴しているが、バリアフリー設備の設置と改善を積極的に推進する役割を果たし、一般市民がバリアフリー環境の不備という問題に注目するきっかけとなった。また、これらの訴訟は個人が提訴したものであるが、市民社会組織は法律や対策支援といった各種バックアップを提供しており、これらの訴訟を通じての取り組みを後押している。
裁判に訴える以外に、市民社会組織は、更に積極的にメディアとの関係を構築し、メディアの関心を都市におけるバリアフリー設備に誘導すると共に、現状を広く開示させ、社会全体の関心を喚起している
。稀に発生する障害者の航空機搭乗拒否事件に関しては、障害者団体が独自に調査を実施し、障害者の搭乗と旅行の状況を考察している
。一方、障害者自身もパフォーミング・アートによって障害者の外出時における困難を表現し
、提案書を提出して病院に手話サービスを提供するよう要請しているほか
、障害者自身が都市におけるバリアフリー環境の整備状況を独自に調査した例もある
。市民社会の大々的な後押しにより、2012年6月、「バリアフリー環境建設条例」が遂に可決され、中国におけるバリアフリー環境の整備が急速に進んだ。
次に、精神衛生の分野においても、市民社会組織の後押しにより、著しい成果がみられた。20年以上にわたる準備段階を経ても、中国の精神衛生法は公布されることはなかった。政府と一般市民に対して、精神衛生面、特に強制入院に伴う人権侵害問題の深刻さへの注意を喚起するため、深圳平等機構（深圳衡平機構）は、長年、考察と調査を実施した上で、「中国における精神疾患者収容治療制度と法律に関する分析報告書」を発表し、政府、複数のメディアおよび精神病院に送付した。当該報告書は、中国における精神疾患者の収容治療に関する長期的な人権侵害問題に触れ、医師が精神疾患と診断し、「親権者・後見人」が収容治療に同意すれば、如何なる者も精神病院に無期限で押し込めておける点を指摘している。水面に投げられた石によって波紋が次々に広がるように、「精神疾患による強制収容」の問題は、世論が最も注目するテーマの一つとなった。精神衛生法に関する公開草案の策定過程においても平等機構は積極的に加わり、各草案に対して具体的な修正意見を提出すると共に、逸早くインターネット上で公開した。同時に、衡平機構は更にメディアと連携し、精神衛生法に関する公開討論会を実施した。その結果、平等機構が推進し、社会の各方面から注目が集まる中、衡平機構による「中国における精神疾患者収容治療制度と法律に関する分析報告書」の発表から2年も経たずに、準備に20年以上を費やした中国の精神衛生法が遂に公布された。これは、草の根組織が調査報告書を発表し、提案書を提出し、公開討論会を実施したことにより、精神衛生法の公布が後押しされたという典型的な成功例であるといえる。
また、教育と就業の分野においても、一定の成果があがっている。教育を受ける権利と働く権利は、障害者にとって極めて重要な権利である。法律にはこの二つの権利を保障する明文規定が設けられているが、社会における差別は深刻であり、障害者は、二つの権利を実現しようとするとき、幾度となく挫折を味わうこととなる。視覚障害者である董麗娜は、ラジオ番組の司会に関する独学者を対象とした認定試験を受験しようとした際、視覚障害者が認定試験を受験した前例がないという理由で、受験を拒否された
。公益機構による働き掛けと支援を受け、董麗娜自身が北京教育委員会に訴える一方、多数の障害者が署名に参加し、障害者の公益機構が作成した連名の書簡を北京認定試験委員会に提出し、認定試験の門戸を視覚障害者に開くよう要望がなされた
。このほか、公益機構が視覚障害者の支援に動き、その他の省・市における視覚障害者の認定試験受験資格を調査した結果、広東省の視覚障害者に限り認定試験の受験資格が認められていることが明らかになり、この調査結果はメディアを通じて社会に公表された
。最終的には、多方面からの働き掛けにより、北京の認定試験の門戸は董麗娜を含む全ての視覚障害者に開かれた。公務員の試験と採用に関しても、市民社会組織は同様の対策を講じ、障害者による訴訟の支援、連盟の提案書、調査の実施、メディアを活用した社会的な関心の喚起等により、社会の変革を推進している。たとえば、北京と南京の公益機構による調査によると、全国の行政機関における障害者の採用率は極めて低く、法定要件を遥かに下回っていることが分かった
。その後、北京と南京の公益機構は、調査報告書を関係機関に送付すると共に、メディアを通じて調査結果を公表した。以降、北京市と大連市で公布された「障害者保障法」の実施規則において、公務員試験では身障者に対して特別の採用枠を設けると共に、割合は1.7%（法定の割合は1.5%）を下回ってはならないとする規定が盛り込まれた
。現在、公益機構は、北京と大連の規定を全国に広めようと尽力している
。
最後に、障害者を対象としたアファーマティブ・アクション（Affirmative Action）に関しても、市民社会組織は関連の優遇政策の実現を目指している。「障害者保障法」が施行されてからは、全国各地で実施規則が相次いで公布され、市内の公共交通機関を利用する障害者の運賃を無料または半額にしたほか、各地の大型観光スポットでも障害者手帳を提示すれば入場料を無料とすることが規定された。しかし、これらの規定は、殆どの地域において執行されなかったばかりか、障害者が乗車しようとすれば、依然として強制的に運賃の徴収が行われた。このため、公益機構の支援を受け、障害者は、深セン
、広州
、東莞
、河源
、珠海
、鄭州
、駐馬店
等の地域において、現地の交通局や地下鉄を訴え、上記の優遇措置の適用を勝ち取った。これらの乗車時の優遇措置の適用に関する裁判には、全ての面で市民社会組織が法的支援を提供した。明確な法的根拠があるため、大部分の裁判では障害者側が勝訴し、裁判が行われた地域の障害者に対して優遇措置が適用された。
以上の分析から分かるとおり、市民社会組織は、常に様々な提言と戦略を総合的に織り交ぜ、障害者の権利実現を求める一方、社会の進歩も促している。全体的にいえば、中国における障害者の市民社会組織が常用する提言と戦略には、公益性に基づく訴訟、市民への調査活動、メディアを通しての普及、パフォーミング・アート、連盟の提案書等、様々な方法が含まれる。このほか、国際的な人権機構も障害者団体が提言する戦略に盛り込まれるようになった。国連の障害者権利条約特別委員会が中国政府による「障害者の権利条約」の履行状況に対して審査を行った時には、中国における民間の3機関
がシャドーレポートを提出した。これは、障害者の分野でいえば、中国の民間機関が国際的な人権機構の中で初めて発した声であった。
障害者の市民社会組織は、障害者が社会に「平等に参加」できる時代が到来するように中国を導き、障害者を「扶養と救済」という制度による「二級市民」から脱却させようと一貫して取り組んでいる。ここ数年の努力により、障害者の市民社会組織は、権利の実現と社会の変革を推進する中で、主に次の成果をあげている。
第一に、障害者の権利が認められるようになった。障害者団体の長年にわたる支援と提言により、障害者のバリアフリーに関する権利、乗車時に優遇される権利、平等に働く権利、受験する権利、望まない収容治療を拒否する権利等は、一定の程度で認められるようになった。
第二に、立法と法律の執行を促進した。障害者団体の介入により、20数年間制定されることがなかった「精神衛生法」が公布され、長年有名無実化していた障害者が特別運賃の適用を受ける権利が認められるようになった。
第三に、市民意識と権利意識が向上した。障害者団体は、各種の研修や提言活動を通して、市民が障害者の問題や障害者に対する社会の差別に関心を持つように働き掛け、メディアを活用して公開討論会を開催し、障害者の市民としてのイメージ確立に寄与し、市民の権利意識を向上させた。
第四に、より一層発達した市民社会を育成した。障害者団体は、権利と政策提言を行う場合、通常、舞台裏で策定と支援を行うという役割を担い、その時々の提言行為は、一般には障害者自身が行っている。このような協力モデルと関係は、より多くの障害者が勇気を出して立ち上がり、自ら声をあげ、自らの権利保護に取り組むように促す上で有益である。また、このような相互作用と学習のプロセスの中で、権利保護のために立ち上がる障害者を次々に生み出している
。障害者団体の働き掛けと支援の下、今後、権利保護のために益々多くの障害者が立ち上がることが予測される。社会でも市民の一人一人が権利保護のために立ち上がれば、中国は、名実の伴った非常に発達した市民社会を持つことになるであろう。
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� 馬秋莎「グローバル化した国際的な非政府組織と中国の民間組織の発展」『開放時代』（2006年第2期）。


� 同上。


� 同上。


� CIVICUS Civil Society Index Report China (Mainland)( A nascent civil society within a transforming Environment, p.10, 2006.）


� 朱健剛「草の根NGOと中国の市民社会の成長」『開放時代』（2004年第6期）。


� 当該ルートには、香港やマカオ等に本部や支部を設立して中国本土で事業活動を行う場合、北京に事務所を設立して中国の政府機関の系列または傘下の組織となる場合（たとえば、フォード財団は中国社会科学院が受け入れた組織である）、北京以外の都市（昆明等）に事務所を開設する場合、事業の事務局のみを設立して政府機関で登録を行わない場合、工商局に企業として登記を行う場合、登記が不要な中国の政府機関または公的NGOsの提携事業として行う場合、国家外国専家局において「国際専門家事業」として申請する場合、「了解覚書」に署名する場合等があげられるが、これに限定されない。詳細は、馬秋莎「グローバル化した国際的な非政府組織と中国の民間組織の発展」『開放時代』（2006年第2期）を参照のこと。


� 朱健剛「草の根NGOと中国の市民社会の成長」『開放時代』（2004年第6期）。


� 本部分は、主にCIVICUSの研究結果を参照した。詳細は、CIVICUS Civil Society Index Report China (Mainland)(A nascent civil society within a transforming Environment, 2006)を参照のこと。


� 同上。


� たとえば、中国共産党中央委員会と国務院は、1984 年、1989 年、1996 年、1998 年、1999 年、2004 年等において、当時の国内民間組織の実情を対象に重要文書を公布し、市民社会の発展に対してマクロコントロールを行っている。詳細は、俞可平「中国の市民社会：概念、分類および制度環境」『中国社会科学』（2006年第1期）。


� 中華人民共和国民政部『2011年社会サービス発展統計報告書』。


� 賈西津「中国における市民社会の発展の現状と将来性」（�HYPERLINK "http://www.china-review.com/cath.asp?id=21195）（アクセス日：2013"�http://www.china-review.com/cath.asp?id=21195）（アクセス日：2013�年1月8日）。


� 同上。


� この研究では、通常欧米諸国では政府を信用している国民は30%～40%に過ぎないが、中国では81%～90%の国民が政府に対して高い信頼を有していることが示された。


� 俞可平「中国の市民社会：概念、分類および制度環境」『中国社会科学』（2006年第1期）。


� 王名『清華NGO 研究叢書』（清華大学出版社）序文、2005 年。


� 丁啓文「新障害者観（中）」『中国身障者』（2000年6月）。


� 中華人民共和国憲法第45条「国と社会は、視覚障害者、聴覚障害者、聾者およびその他の障害がある市民の労働、生活および教育を支援し、措置を講じなければならない」。


� 張万洪、丁鵬「中国における障害者の権利保障状況」『中国人権事業発展報告書（2011）』、P406。


� 「中華人民共和国障害者保障法」第53条。


� 阮女史が北京地下鉄総公司を訴えた裁判。「障害者がバリアフリー設備の未整備を理由に地下鉄を告訴し、一審敗訴」『中国青年報』（2007年12月6日）。この裁判では障害者側が敗訴したが、裁判所は、北京地下鉄総公司に対して司法提案書を提出し、バリアフリー設備の早期完備を促している。


� 丁勝奇が重慶市計画局を訴えた裁判（�HYPERLINK "http://www.china-review.com/cath.asp?id=21195）（アクセス日：2013"�http://news.qq.com/a/20091026/000595.htm）（アクセス日：2013�年1月10日）。


� バリアフリー環境に関するニュース報道は珍しくなく、「記者が目を閉じ視覚障害者誘導用ブロックを歩く：視覚障害者誘導用ブロックは非常に乱雑で、視覚障害者は大変負傷し易い」、「太原に「史上最も曲がりくねった」視覚障害者誘導用ブロックが出現、100mで35ヶ所の湾曲」等があげられる。


� 深セン衡平機構「障害者の飛行機への搭乗と旅行に関する報告書」（2011年）。


� 詳細は、「松葉杖の女の子を引っ張りながら走る老人の身障者用三輪バイクが武漢に突然出現」（�HYPERLINK "http://www.china-review.com/cath.asp?id=21195）（アクセス日：2013"�http://myhb.qq.com/t-78648-1.htm）（アクセス日：2013�年1月10日）。


� 游春亮「障害者が医療手話サービスを呼び掛け」残障人士呼唤手语就医服务》『法制日報』（2012年12月3日）。


� 王嘉寧「身障者が北京におけるバリアフリー設備の現状を調査し、証拠を示し政府を突き動かす」『新京報』（2011年8月19日）。


� 鄭燕茹「視覚障害者の女性の放送専攻受験拒否に注目が集まる。視覚障害者の就業の異常な現状」『西安晩報』（2011年10月14日）。


� 魏銘言「101名の身障者が視覚障害者の女性の受験資格を認めるよう北京の認定試験委員会に署名を提出」（�HYPERLINK "http://www.china-review.com/cath.asp?id=21195）（アクセス日：2013"�http://edu.china.com.cn/2011-10/17/content_23645963.htm）（アクセス日：2013�年1月10日）。


� 万静「16の省・市の内、広東省の視覚障害者に限り認定試験の資格」『法制日報』（2011年10月15日）。


� 北京益仁平中心「行政機関における障害者の採用状況に関する調査報告書」、南京天下公「華東（江蘇省、浙江省、上海市、安徽省）における障害者の公務員採用状況に関する調査報告書」参照。


� 北京市の「中華人民共和国障害者保障法実施規則」第31条第2項および「大連市の障害者の保障に関する若干規定」第14条第2項参照。


� 北京益仁平中心「北京が障害者の特別採用枠に関する新政策を実施、障害者が連名で全国への普及を提案」（�HYPERLINK "http://www.china-review.com/cath.asp?id=21195）（アクセス日：2013"�http://www.pil.org.cn/q_news/q_news_page_2899.html）（アクセス日：2013�年1月10日）。


� 「市外の障害者の無料乗車を禁じた深センの地下鉄を提訴」（�HYPERLINK "http://www.china-review.com/cath.asp?id=21195）（アクセス日：2013"�http://news.cntv.cn/map/20101014/102884.shtml）（アクセス日：2013�年1月11日）。


� 黄琼「障害者の少年が広州交通局を提訴し、2元の返還を取得」『新快報』（2011年6月29日）。


� 廖喜張「交通局に対する障害者の訴えを東莞裁判所が正式に受理」『信息時報』（2011年8月12日）。


� 黄暁晴「広州で暮らす障害者の朱明建青年が帰省時に河源のバスに乗ろうとして無料乗車を拒否される」『河源晩報』（2011年11月24日）。


� 黄裕東「障害者割引を受けられなかった障害者が交通局を提訴し、3000元の和解金を取得」『南方農村報』（2012年5月31日）。


� 陶醉、聶金「路線バスに乗車する際に割引が適用されなかった障害者4名が憤慨して交通局を提訴」『東方今報』（2012年7月14日）。


� 李釗、李凱「運転手から運賃の全額を請求された視覚障害者が交通局を提訴」『大河報』（2012年5月22日）。


� 亦能亦行身心障害研究所、一加一（北京）残障人文化発展中心および北京愛知行研究所。


� 実例としては、林霞虹、陳立「権利保護に立ち上がった27歳の身障者：権利保護のために奮闘」『広州日報』（2012年11月28日）。





